
2026年 9月 18日 

ＩＳＰ事業者各位 

ＮＴＴ西日本株式会社 

 

インターネット接続において当社と連携したお客様サポート対応が可能なＩＳＰ事業者様の募集 

 

拝啓 時下ますますご清祥のこととお喜び申し上げます。 

平素より当社事業に対し格別のご理解、ご支援を賜り厚く御礼申し上げます。 

現在、当社のサービスをご利用いただいているお客様において、当社の定める要件を満たすインター

ネット接続プランをご利用の場合、インターネット接続も含めた運用サポートを提供することを検討

しております。 

つきましては、インターネット接続において当社と連携したお客様へのサポート対応が可能なＩＳＰ

事業者様を下記のとおり募集いたしますので、よろしくお願い申し上げます。 

敬具 

                     記 

 

1．概要 

当社の定める要件を満たすインターネット接続プランをご提供中で、かつ、当社のサポートセンター

と連携してお客様のインターネット接続に係るサポートを対応いただけるＩＳＰ事業者様を募集いた

します。 

 

2．募集内容 

以下の通り募集いたしますので、応募方よろしくお願いいたします。 

（１） 応募要項 

・公募の範囲は【別紙１】の通りです 

・本募集に参加意思のある事業者様に限り、機密情報の取扱い及び保護等を規定した『機密保持誓

約書』【別紙２】に同意、提出いただいた後に、募集要項（詳細条件）を配布いたします。 

 

（２）応募方法 

 ・応募用紙をお問い合わせ先から取得の上、ご提出願います。 

 ・ご提出の際は、応募要件を満たすことを説明する具体的な提案資料を合わせて提示するよう

お願いします。（様式不問） 

 

（３） 応募期限 

2026 年 10 月 16 日（金） 12:00（必着） 

 

（４） ＩＳＰ事業者様選定 

応募された事業者様のご提案内容等より、要件を満たすことが確認できた事業者様を全て選定さ



せていただきます。 

 

3．特にご留意いただきたい点 

参加意思のある事業者様に限り募集要項（詳細条件）を配布いたしますが、当該情報は守秘義務

の対象とし、御社限りの取扱いとさせていただきます。 

 

4．質疑の受付及び回答方法 

（１）受付期限： 2026 年 10 月 2 日（金）12:00までとします。 

（２）受付方法：電子メール（他の方法は不可） 

※様式は任意とします。 

           ※送付先メールアドレスは5項の通りとなります。 

※メールの件名に【公募質問書】と記し送付するようお願いします。 

（３）回答期限：1週間後を目途にメールにて回答いたします。 

（４）回答方法：公平性を担保するため、質問に対する回答については、応募いただいた事業者様 

全てに、メールにてまとめた形で回答させていただきます。 

         よって質問内容も他の事業者様に公開される点、事前にご留意ください。 

（５）その他：質問の回答は、公募要件の追加、修正として取り扱うものとします。 

 

5．応募及びお問合せ先 

ＮＴＴ西日本株式会社 バリューデザイン部  

DXプラットフォーム部門 DXビジネス担当 

e-mail：lanwan10g@west.ntt.co.jp 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【別紙１】公募範囲概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【別紙２】 

 

 

 

機密保持誓約書 

   ●●●●年●●月●●日 

NTT西日本株式会社 

執行役員 ビジネス営業本部 バリューデザイン部長  

上山 太一 殿 

 

●●●●●●●●●株式会社（以下、「乙」という。）は、NTT 西日本株式会社（以下、「甲」という。）

から、下記第１項に定める依頼内容（以下、「本目的」という。）に基づいて開示される機密情報につい

て次の事項を遵守することを誓約する。 

 

記 

１（依頼内容） 

インターネット接続において当社と連携したお客様サポート対応が可能なＩＳＰ事業者様の募集に関

する件  

 

２（機密情報） 

機密情報とは本目的のために甲より乙へ貸与または提供または開示される機密である旨表示された

情報、又は本目的の履行に関し知り得た技術上、営業上、その他の一切の口頭又は書面による情報、ノ

ウハウ等をいう。尚、機密情報が口頭で開示される場合は、甲は開示時点で機密であることを明確に

し、開示後速やかに文書で乙に開示することとする。 

 

３（適用除外） 

 尚、第２項の定めにかかわらず以下に該当する情報は機密情報とみなされないものとする。 

（１）開示の時において公知であり、もしくは開示以後乙の過失その他乙の責によらず公知となった

情報であって、且つその旨を乙が証明できる情報。 

（２）乙が、甲から開示される以前に、正当に保持していたことを証明できる情報。 

（３）乙が機密情報を使用することなく独自に開発し、又は将来開発する情報であって、且つその旨を

乙が証明できる情報。 

（４）譲渡もしくは開示の権利を有する第三者から乙が機密保持義務を負うことなく正当に入手した

情報であり、且つその旨を乙が証明できる情報。 

（５）甲が事前の書面により公表または開示を承諾した情報。 

 

４（機密保持義務） 

（１） 乙は、機密情報を乙の責任による適切な管理のもとで機密として取扱い、甲の事前の書面によ

る承諾なくして本目的以外に使用せず、甲の事前の書面による承諾なくして本誓約書の存在、

内容ならびに機密情報を第三者に開示しないものとする。尚、乙は機密情報を本目的のために



知る必要のある乙の社員、役員にのみ開示できるが本機密保持誓約書と同様の機密保持義務

を課すものとする。 

（２） 甲が要求する場合は、乙は、前号に基づき乙の社員、役員が署名した機密保持誓約書を、速や

かに甲に提出するものとする。 

（３） 書面により提供された機密情報については、本目的業務終了後又は甲の要求後速やかに、その

コピーを含め甲に返却するものとする。但し、甲が適当と認めるときは、甲の指示に基づき、

乙は裁断、焼却等の確実な方法で廃棄するものとする。 

 

５（機密情報の帰属と非保証） 

（１） 全ての機密情報は甲又は甲の顧客に帰属し、機密情報の開示により商標権、特許権、著作権

その他の知的財産権を含むいかなる権利も、本機密情報の開示により、黙示的であると否とを問

わず、乙に譲渡、許諾されたとみなされないものとする。 

（２） 全ての機密情報は「現状のまま」で提供され、その正確性、とりわけ第三者の商標権、特許

権、著作権等の知的財産権およびその他のいかなる権利の非侵害に関し、明示、暗示もしくはそ

の他の何らの保証を与えるものではない。 

（３） 本誓約および本目的に基づく機密情報の開示もしくは受領は、甲乙間における製品、システ

ム、サービスもしくはいかなる技術の購入ないし取り引き等について、いかなる約束等も意味せ

ず、また現在および将来のいかなる言質をも与えるものではない。 

 

６（損害賠償等） 

乙は、乙の責に帰すべき事由により、機密情報が第三者に開示又は漏洩され、甲または第三者の生

命、身体に危害を及ぼし、財産などに損害を与えたとき、または第三者との間に紛争を生じたときは、

乙の負担と責任で紛争を解決するものとし、また、甲または第三者に生じた一切の損害を賠償し、これ

によって甲に損害を被らせないようにする。 

 

７（期間） 

本目的に対する結果通知の日より６０日経過した時点で本誓約書は失効するものとする。尚、機密情

報に別途機密保持期間が定められている場合はその定めによる。 

 

８（紛争の解決） 

 本書に定めのない事項及び本誓約書の解釈に疑義が生じた事項については、両当事者は信義誠実の

原則に従い、相互の協議によりこれを解決するものとする。 

２．前項の協議が整わなかった場合、本誓約書に関する訴訟については、大阪地方裁判所を第一審の専

属的合意管轄裁判所とする。 

３．本契約は、日本法に準拠し、同法に従って解釈されるものとする。 

 

９（表明保証） 

 乙は、次の各号のいずれにも該当しないことを表明し、将来にわたって次の各号のいずれにも該当

しないことを確約する。 

（1）自らまたは自らの役員（取締役、執行役または監査役）が、暴力団（暴力団員による不当な行為



の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号）、暴力団員（暴力団員による不当な行

為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号）、暴力団員でなくなった時から５年

間を経過しない者、もしくはこれらに準ずる者、または暴力団もしくは暴力団員と密接な関係を有す

る者（以下、これらを個別にまたは総称して「暴力団員等」という。）であること 

（2）自らの行う事業が、暴力団員等の支配を受けていると認められること 

（3）自らの行う事業に関し、暴力団員等の威力を利用し、財産上の不当な利益を図る目的で暴力団員

等を利用し、または、暴力団員等の威力を利用する目的で暴力団員等を従事させていると認められる

こと 

（4）自らが暴力団員等に対して資金を提供し、便宜を供与し、または不当に優先的に扱うなどの関与

をしていると認められること 

（5）本契約の履行が、暴力団員等の活動を助長し、または暴力団の運営に資するものであること 

 

１０（個人情報に関する義務） 

（１）本目的において個人情報の取扱いが発生する場合、乙は、個人情報の保護に関する法律（平成１

５年法律第５７号）を遵守し、個人情報の管理に必要な措置を講じるものとする。この場合、乙は、本

目的を実施するにあたり個人情報を取り扱う者を必要最小限としなければならず、また、取り扱う者

に対し、必要な教育・監督を行われなければならず、甲の求めに応じて、乙は教育・監督の内容を開示

し、変更しなければならない。また、甲は個人情報が適切に取り扱われているか監督するために、自ら

または甲の指定する者が業務の履行に関連する作業場所及び乙の事務所等に立入り、個人情報の管理

体制ないし、その資料を調査し、または乙に報告及び資料の提出を求めることを、随時できるものと

し、乙はこれに応じなければならない。調査に際して、甲の求めに応じて、乙は、当該調査を補佐する

ため事情に精通している従業員を担当者として配置しなければならない。 

（２）本目的において個人情報の取扱いが発生する場合、乙は、当該個人情報を、本目的のためにのみ

取扱うものとし、他の目的のために取り扱ってはならない。また、乙は、当該個人情報を、甲の事前の

書面による承諾なく、第三者に開示または漏洩してはならない。本目的の終了時または甲の求めがあ

った場合、乙は直ちに、甲の指示に応じて、当該個人情報を消去し、また、当該個人情報を含む媒体を

すべて処分または返還しなければならない。 

（３）甲は、乙またはその役職員（退職または退任後も含む）が前号の定めに違反した場合、乙に対し

直ちに次の違約金を請求することができる。ただし、当該契約違反行為により実際に甲に発生した損

害が違約金の額を超える場合は、その超える部分に係る甲の損害賠償請求を妨げず、また本契約の他

の条項に基づく違約金または損害賠償の請求を妨げない。 

  １）甲の保有する機密情報または本目的において取り扱われる個人情報を第三者に開示または漏

洩し、その対価として金品を授受した場合。 

金３００万円 

  ２）上記以外の場合 

金１００万円 

  ３）前２号が規定する違約金の額は、当該契約違反行為が直近の同種契約違反行為の発生日から

起算して１年以内に発生したものであった場合は１．５を乗じた額とし、当該契約違反行為が組織的

に行われたものであった場合は２を乗じた額とする。 

（４）個人情報の保護・機密保持に関し、本契約のほか、別に定める規定がある場合は、当該規定を遵



守するものとする。 

 

上記事項の誓約の証として、以下に記名押印または署名する。 

 

会 社 名 ●●●●●●●●●               

所 在 地 ●●●●●●●●●               

締結者氏名 ●●●●        印 

 


